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序章 白書の位置づけ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 白書の位置づけ 

区が管理する施設は、区の資産の約９割を占めており、施設の有効活用は行政

の重要な課題です。 

高度経済成長期以降増やしてきた公共施設が、今後大規模改修や改築などが集

中する時期を迎え、莫大な経費が必要になり、このままでは、現在の施設をすべ

て維持していくことは非常に難しくなっています。 

この白書は、区の重要な資産の一つである公共施設の様々な現状や課題を区民

の皆さんにできるだけわかりやすく情報提供するとともに、今後の公共施設のあ

り方について幅広い議論を進めていくため、その基礎的な資料として作成しまし

た。  

 今後区民の皆さんとともに様々な議論をしながら、豊島区の公共施設のあり方

を検討していきたいと考えています。そして、行政経営の基本である、「最小の経

費で最大の効果」を追求し、持続可能な公共施設経営の実現に向けた具体的な取

り組み（第３章で提示）を進めます。 

 

２ 白書で取り扱う施設 

地方自治体が所有し、管理する財産は、地方自治法に基づき、次図のように分

類されます。また、「公有財産」は、地方自治体が所有している財産ですが、区が

実際に管理・運営を行っている施設の中には、私有の建物又は土地を借り上げて

いるものもあります。 

いわゆる「公共施設」とは、そうした借り上げの建物や土地も含め、次図の点

線内の財産のことをいいます。 

本施設白書は、特に表記のない限り、土地については区の公共施設の敷地（借

地含む）、建築物については区の公共施設の建物（簡易な倉庫等を除き、賃貸施

設を含む）を対象として作成したものです。 
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図表１【地方自治体の財産】 

 

  

 

※点線部分は、一般的に「公共施設」と言われる範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

豊島区の財産

公有財産

普通財産 行政財産

公用財産

（庁舎など）

公共用財産

（学校・区民ひろば・道路・公園など）

物品 債権 基金

 
 

区民が利用することを

目的として建物または

敷地を借り上げ等によ

り設置している施設 

公共施設（白書で取り扱う範囲） 
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第１章 豊島区及び区の施設の概況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．敷地と建物の床面積は高度経済成長前の約２倍に 

区が管理する施設の面積は、敷地面積が道路、公園を含め２.４９㎢（区の

面積の１９％）、建物の延床面積が４４万㎡（サンシャイン６０ビルの２.３個

分）の広さです。 

  区が所有する敷地（道路を除く）と建物の床面積は、高度経済成長の昭和４

０年代から増加を続け約２倍の面積となり、平成のバブル崩壊以降はほぼ横

ばいとなっています。 

  道路を除いた敷地の内訳は、教育施設が約３割、公園等が約２割、生涯学習・

スポーツ施設が約２割です。 

  建物の床面積の内訳は、教育施設が約４割、生涯学習・スポーツ施設が約１

割、住宅等が約１割です。 

 

２．区の施設（敷地・建物）は区全体の約９割を占める大きな資産 

区の施設（敷地・建物）は区の資産の約９割を占めています（バランスシー

トより）。また、施設の整備・運営経費は区の年間歳出の約３割(平成２２年度)

を占めています（平成２２年度歳入歳出決算調書より）。 

 

３．住民の福祉を支える「扶助費」の大幅な増大と「投資的経費」の

停滞 
ここ１０年間の歳出総額に対する割合は、投資的経費（施設整備等の資本形

成の経費）が平均１２％であるのに対して、扶助費等が２６％から３７％へと

急増していて、区の財政にとって大きな負担となっています（「区財政の推移

と現状」より）。 

   

４．今後６０年間の平均で、年間１６億円も不足する施設経費 

区の建物の改修・改築経費は、近年５年間の平均で２７億円です。一方、区

の建物は、今後老朽化により順次改築等が必要となります。現在の建物を維持

する場合、改修・改築経費は今後６０年間の推計で約２,６００億円となり、

年平均で４３億円かかります。この試算では、年に１６億円も不足し、深刻な

状況であるといえます。 
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図表２ 
図表３ 

図表４ 図表５ 

図表６ 図表７ 
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第２章 新たな施設マネジメント手法の導入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．新しい施設マネジメントの形～ファシリティマネジメント手法 

これまで、区は施策の分野別に予算統制や施設運営を行ってきました。 

  しかし、今後進んでいく施設の老朽化や少子高齢化等の社会情勢の変化に対応

し、良好な状態で施設を維持していくためには、区の公共施設のライフサイク

ルコスト（施設の生涯費用）、利用状況、品質などの情報を総体的に把握し、施

策分野の別なく評価し、課題を抽出し、改善を進めていく必要があります。 

 

２．これまであまり注目されなかった施設コスト情報 

この章では、区民が主に利用する４種の施設について、主に施設経費の面から

みた利用実態（平成２２年度）をまとめました。（利用当り経費は利用料金等収

入を除いてかかる経費）今後、４種の施設以外の施設についても同様に評価し、

それぞれの施設の課題を設定して改善案を検討していきます。 

 

３．施設ごとの比較でわかること 

４種の施設の面積１㎡当たりにかかる年間経費等を比較すると、施設の種類や

運営の方法によって施設にかかる経費の内訳等が違うことがわかります。 

区民集会室は、人件費が低く、㎡当りの経費が３万４千円と他の３種の施設の

半分程度となっています。 

区民ひろばは人件費が総経費の約８割を占め、維持管理費は低いものの、㎡当

りの経費は約６万３千円となっています。 

地域文化創造館は、維持管理費と人件費がそれぞれ経費の４割を占め、㎡当り

の経費は約６万３千円となっています。 

体育館は、維持管理費が総経費の５割を占め、㎡当りの経費は約７万３千円と

なっています。 

年間利用者数から算出した利用者１人当りにかかる経費は、区民集会室と地域

文化創造館がそれぞれ約６００円、区民ひろばと体育館はそれぞれ約１千円とな

っています。 
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図表９ ファシリティマネジメントの推進（ＰＤＣＡサイクル） 

    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

  

図表８ ファシリティマネジメント手法 

ＰＬＡＮ 

 ●課題への対応方針 
 ●施設の配置方針 
 ●施設の中長期計画 

ＤＯ 

 ●施設の整備・再配置 
 ●施設の大規模改修 
 ●施設の維持管理 
（サービス提供） 

ＣＨＥＣＫ 

 ●財務評価 
 ●品質評価 
 ●供給評価 

ＡＣＴＩＯＮ 

 ●再評価 
 ●標準規定の再検討 
 ●改善策の検討 

 情報把握 
施設の評価 

 課題の抽出 
改善案の検討 

 戦略・計画作成 

 改善の実施 
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図表１０ 区民に身近な４種の施設のコスト面からの分析 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 区民集会室 区民ひろば 地域文化創造館 体育館 

利用人数（年間延） 約２８万人 約６７万人 約３１万人 約５１万人

施設数 ３１（貸室４８） ２２（１８学区） 
５（貸室３７、 

うち会議室２６） 
４ 

床面積 ７，０２３㎡ １５,０４９㎡ ５，７６９㎡ １７，１３１㎡

貸室平均面積 ７０㎡（室） ７６㎡（室） 

概要 貸室 

子育て支援、高齢者

支援、交流事業、自

主活動支援等 

貸室・文化事業 

競技場３、プール

３、トレーニングル

ーム３、スタジオ等

３、武道場１ 

年間経費 約１億９千万円 約６億９千万円 約２億４千万円 約７億９千万円

収入（括弧内は経

費に対する割合） 

利用料 

約 １ 千 ６ 百 万 円

（８％） 

雑収入等 

約３百万円 

利用料等 

約５千万円 

（２０％） 

利用料等 

約２億６千万円 

（３３％） 

区民１人当りの経

費負担（年） 
約６７０円 約２,６００円 約７２０円 約２,０００円

㎡当り経費（年） 約３５,０００円 約６３,０００円 約６３,０００円 約７３,０００円

利用状況 
貸出枠・定員充足率

ともに４割 

利用層： 

高齢者５割、１８歳

以上２割、小中高 1

割、幼児２割 

貸出枠６割、定員充

足率４割 

半数が個人利用、３

割が団体、２割が各

種教室参加者 

１利用当りの 

経費負担 

１枠約９,０００円

１人約６４０円
１人約１,０００円

１枠約８,０００円 

１人約６００円 
１人約１,０００円
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図表１１ 区民集会室 1 人当りの収支 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表１２ 区民ひろば 1 人当りの収支 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表１３ 地域文化創造館 1 人当りの収支      図表１４ 体育館 1 人当りの収支 
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図表１５ 

図表１６ 

図表１７ 

図表１８ 
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第３章 今後の施設のあり方について 

 

  

１．前回の白書 

新たな施設管理の方向性としてファシリティマネジメントの必要性とそれに向

けた４つの視点を示し、以降、「公共施設再構築・区有財産の活用方針」を掲げ、「数

から質への転換」を図る方向で再構築・活用計画を実施してきました。 

 

２．現在もなお、公共施設が抱える課題 

 現在、公共施設が抱える課題はさまざまなものがありますが、特に施設の老朽化

による更新費用の増大は今後、非常に深刻な問題であり、このままでは、今使って

いる施設を維持することができず、施設の老朽化が進みついに休止せざるをえない

という危機的状況に陥る可能性があります。 

 

３．今後のとりくみ～危機回避のための「選択と集中」に向けて～ 

本白書の第２章では、主な公共施設の経営に関する実態把握、分析を試みました。

今後、限られた予算のなかで、大きな公共資産である「施設」を、中長期的に、

適正な規模を維持し、行政経営資源として活用していくためには、施設の情報（サ

ービス・コスト）を総合的に把握・評価し、企画・財政・事業所管部署などがそれ

らを共有化し、区民の皆さんに積極的に開示して議論することで、スピーディでバ

ランスのよい政策決定・実行へと結びつけていくことが必要です。 

今後は、ファシリティマネジメント手法を取り入れながら、施設の最適化に向け

た以下の視点のもと、有効活用を促進するとともに、「公共施設の新たな再構築・

有効活用方針、再配置計画」の策定に着手します。 

（１）施設の量を見直し、身の丈に合った施設規模を考える 

（２）施設の質を見直し、一層の有効活用を考える 

（３）施設のマネジメント体制を強化する 

 

豊島区が迫りくる危機を回避し、将来的に持続可能な行政運営をするために、区

が適切に保有できる身の丈に合った施設量（規模）を見据え、一層の有効活用を図

り、地域の住民の皆さんとともに充分に話し合いながら、公共施設のあり方を考え

ていきます。 
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公共施設マネジメントプラン作りの視点 

（１）施設の量を見直し、身の丈に合った施設規模を考える 

 

将来、区が適切に保有することができる施設の量について推計する 

限られた財源の中で、真に必要な施設サービスを安定的に持続可能なものとしてい

くためには、施設の総量が身の丈にあっているのかどうか検討することが必要です。 

「施設を維持する」ことから「機能を維持する」ことへ発想を転換する 

これまでの「施設を維持する」ことから「機能を維持する」ことへ発想を転換し、

施設効率を高めることによって余剰・余裕施設を生み出して、資産活用することが可

能となります。 

公共施設の新たな再構築・有効活用方針、再配置計画の策定 

将来的に持続可能な行政運営をするために、区が適切に保有することのできる身の

丈に合った施設量（規模）を見据え、地域の住民の皆さんとともに充分に話し合いな

がら、公共施設のあり方を考えていきます。 

平成 

２４年度 
・新「施設白書」の作成 

平成 

２５年度 

・新「施設白書」の発行 

・外部の有識者を含む検討組織を設置し、以下のことを検討する。 

１．将来、区が適切に保有することができる区有施設の量について 

  「身の丈に合った施設の量とは、どのくらいか？」 

２．１に基づく新しい公共施設再構築・有効活用方針案について 

  「身の丈に合った施設の量に減量するための方法論」 

平成 

２６年度 
・平成２５年度の検討に基づき、豊島区公共施設再構築・有効活用方針を

策定する。 

・外部の有識者を含む検討組織を設置し、公共施設再配置計画案をまとめ

る。 

平成 

２７年度 

・豊島区基本計画の改訂と連動し、（第一期）公共施設再配置計画を策定

する。 

・上記に並行して、（第一期の前期）（５年）実施プランを策定する。 

 
（２）施設の質を見直し、一層の有効活用を図る 
   

施設の計画的保全を行い、長寿命化を図る 

   現在、すでに、施設のメンテナンスは、事後保全から予防保全へと方針転換を図り

ライフサイクルコストを縮減していますが、さらに確実に推進していくためには、財

政計画と連動した保全計画を立てることが必要です。 
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  施設改修等による質の向上を図る 

   引き続き活用する施設については、施設改修等により、安全性や機能性、環境配慮

など、施設の質を向上させることが必要です。 

さらなる民間活力の導入で、より効率的なサービス提供を目指す 

   土地・建物の有効活用としては、これまで、定期借地権の設定などで土地を貸付け

て必要な施設（福祉施設など）を誘致したり、条件付き売却で地域の環境保全の確保

を図ったりするなど様々な手法を取り入れてきました。   

今後も、地方分権に伴う規制緩和が進むことにより民間事業者が参入できる公共サ

ービスの分野が一層広がってくることが予想されます。サービスの質の維持・向上を

前提として、民間活力を導入した施設の整備・管理・運営の様々な手法を研究し取り

入れることで、より効率的なサービス提供を目指すことが求められます。 

 

（３）施設のマネジメント体制を強化する 

 

施設情報を総合的に把握して「見える化」を図る 

  上記（１）（２）を含め、公共施設マネジメントプラン（改善案）を立案し、その効

果を測るためには、現状を常に情報として把握し、その課題について「見える化」を

図ることのできる体制が必要です。 
 
     

把握する情報 

土地・建物の 

基本情報 

土地面積、建物延床面積、フロアー配置、附属設備、

建築年次、施設整備費、土地建物の権利関係、建築条

件、業務内容、利用対象者、開設時間等 

財務情報 

維持管理経費、事業費、人件費、単位当りコスト（㎡

単価、利用者 1 人当り等）、土地・建物評価額、ライ

フサイクルコスト（生涯経費）等 

品質情報 
安全性（耐震性、防災性等）、防犯性、施設の機能性、

省エネルギー度、バリアフリー度、利用者満足度等 

供給情報 
施設設置基準、施設利用率、施設配置状況、土地・建

物利用度等 

 

 

 

評価の視点 

財政の視点 経済的なコストかどうか 

品質の視点 施設の質は良好かどうか 

供給の視点 最小限必要なものをタイムリーに、継続的に供給しているか 

施設に関する情報を総合的に実態把握します 

把握した情報を評価します 
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     施設の課題は、次に例示する目的や視点により抽出します。 

施設の有効活用の目的の例 

目的１： 同じコストでより良いサービスの提供を行う。 

目的２：サービスの質を落とすことなく費用削減を行う。 

目的３：もう少し費用をかけて、より大きい効果をあげる。 

目的４：公平性の確保を、より効率的に達成する。 

 

有効活用の判断の視点の例 

施設 

状況 

視点１：施設の持っている能力が十分活用されているか 

視点２：施設が適切に維持管理されているか 

利用 

状況 

視点３：土地や建物が目的通りに活用されているか 

視点４：利用者の満足度は一定程度満たされているか 

視点５：「空き」や「利用低下」に対して、再利用などされているか

運営 

状況 

視点６：その施設で行政サービスを行う必要性はあるか 

視点７：経費（人的物的資源の投入）に見合ったサービス効果（成果）

があるか 

視点８：サービスの提供方式（運営体制、運営方式）は適正か 

視点９：区が行うべき内容のものか（民間が行う方が妥当か） 

視点１０：サービス内容が適切か 

 

把握した施設情報の一元的管理の推進（施設情報システムの導入検討） 

現状の施設の管理運営は、基本的には各所管が行っており、行政内部の施設情報の

一元化が進んでいないため、中長期的な視点でのマネジメントプランが立てられない

状況にあります。 

中長期的なプランをたて、その効果を測り、目標管理を行う、すなわちＰ→Ｄ→Ｃ

→Ａサイクルを確立するためには、把握した施設情報を一元的に管理し、関係部署が

共有化すること、そして、その情報を適時に更新できるようシステム化することが必

要です。このシステムは、行政経営に大きな効果が期待できます。 

 

 

 

 

 

 

評価をもとに施設の課題を抽出し、マネジメントプラン（改善案）をつくります 
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